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研究成果の概要（和文）：　本研究においては、「行政行為に対する継続的な権利救済」という全体構想のも
と、行政の安定性・継続性を担保しつつ、国民・市民の権利を実効的に保障する行政法解釈の指針を提供する理
論構築が行われた。具体的には、わが国の行政法の母法であるドイツ行政法の知見を参照しつつ、新たな分析枠
組みとして、行政過程における《行政手続の再開》および行政訴訟における《義務付け訴訟》の活用可能性を示
すことにより、一時的かつ静態的な権利救済ではなく継続的かつ実効的で動態的な権利救済を実現しうることが
明らかとなった。

研究成果の概要（英文）：This research is based on the overall concept of "continuous legal remedies 
regarding administrative disposition", and constructs a theory that ensures the stability and 
continuity of administration, while effectively guarantees citizens' rights. More specifically, by 
comparing the experience of German administrative law which is regarded as the parental law of 
Japanese administrative law, as well as demonstrating the possibility of "resumption of 
administrative procedures" in administrative process and "mandamus action" in administrative 
litigation, this research has made clear that continuous, effective and dynamic legal remedies, 
rather than the temporary and static ones, could be materialized.

研究分野： 行政法学
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１．研究開始当初の背景 
 
 近代行政法学は、行政活動の予測可能性お
よび法的安定性を高めるために、法治主義な
いし法律による行政の原理という大原則を
形成し発展させてきた。当然、予測可能性を
担保するためには明確な法律が事前に定め
られていることが必要だし、法的安定性を担
保するためには当該行政活動が一定期間存
続することが必要である。すなわち、法律は
制定時の、行政行為は発出時の法・事実状況
に規定される。しかし、法的判断の結果導き
出された結論の前提とされた具体的な事実
は、実際には絶えず変化しうるものである。
たとえば、許認可などの行政行為にともなう
行政の判断は、許認可時の法・事実状況を前
提として行われるが、当該許認可に基づく行
政ないし市民の行動は継続するから、許認可
時の状況とその後の状況（の変化）にズレが
生じうる。とくに、行政行為発出時には認識
しえなかった違法事由が事後的に判明した
り、原始的には適法だった行政行為が後発的
に行政行為発出事由を欠いたりする場合が
ありえ、それらの場合、問題は一層深刻であ
る。近時、原子力発電所の設置許可の時点で
考えられていた安全性と現時点で考えられ
る安全性との乖離が問題となっているのは
周知の通りである。 
 こうした問題に対して、日本の行政法学に
おける先行研究は十分に対応してこなかっ
た。先行研究は、この両者のズレに対応する
ものとして、行政庁が行政行為を撤回する、
許認可等について更新制を採用する、行政行
為に期限等の附款を付するなどという方法
を提示してきた。しかし、それらのいずれの
方法も個別法的な対応にとどまっており、行
政主導の法制度となっているために、行政の
良識に期待する法システムとなっているこ
とが問題である。 
 さらに、行政行為を市民が争おうとする場
合、不可争力という理論的な障壁が立ちはだ
かる。すなわち、行政行為の取消訴訟は、原
則として行政行為があったことを知った日
から 6 か月以内（行政事件訴訟法 14 条 1 項
本文）に提起しなければならない。 
 このように、日本の行政法学ないし行政法
理論については、時間の流れ、とりわけ、行
政行為後の後発的な状況の変化に対応する
法制度の構築が不十分であることのみなら
ず、行政行為の不可争力のために、後発的な
事情の変化を訴訟で追及することが難しい
ことを指摘することができる。 
 
２．研究の目的 
 
 一方、日本の行政法の母法たるドイツの行
政法においては、以上のような問題に対応す
るために、従前の行政判断をもう一度やり直
す「行政手続の再開」（Wiederaufgreifens des 
Verwaltungsverfahrens）という制度を行政手続

法典の中に用意している。これは、利害関係
者が不可争となった行政行為の取消しまた
は変更を処分庁に対して申し立てる制度で
あり、いわば市民主導型の法制度である。そ
こで、ドイツ法における「行政手続の再開」
制度を素材にして、上述した問題に迫ろうと
考えた。 
 ただし、その際に、以下の点に留意するこ
ととした。すなわち、ドイツ法における「行
政手続の再開」に関する制度的な検討を詳細
に行うことの意義は小さくないものの、「行
政手続の再開」に関する規定を持たない日本
の行政法（学）にとってより意味があるのは、
ドイツにおいて「行政手続の再開」の法理な
いし規定がどのように生成・発展したのかと
いう点であるはずである。そこで、ドイツ法
における「行政手続の再開」法理を歴史的に
検討することを本研究の第一義的な目的と
した。 
 また、後述するように、本研究の過程で、
ドイツ法における「行政手続の再開」の法的
効果として、義務付け訴訟が活用されている
こと、および、ドイツにおいて行政行為の職
権取消し・撤回を行政庁に義務付ける（行政）
訴訟が一般亭に認められていることが明ら
かとなってきた。そこで、行政訴訟（義務付
け訴訟）による継続的な権利救済のありよう
の検討も本研究の目的として位置付けられ
た。 
 
３．研究の方法 
 
 本研究は、以下の 4 つの段階により遂行さ
れた。 
(1) 本研究の問題意識ないし目的をさらにク

リアにするために、研究開始段階におい
て、問題の所在を明らかにする報告を行
った。その際には、本研究課題と問題意
識が類似するドイツ行政法のモノグラフ
ィーを新たに参照した。 

(2) ドイツ法における「行政手続の再開」お
よび義務付け訴訟のありようについて文
献調査を行った。その際には、日本国内
で入手可能な関係文献を網羅的に収集す
ることはもちろん、ドイツ行政法に関す
る歴史的な文献についても収集・読解を
行った。 

(3) 本研究の中間的な成果を諸学会・諸研究
会において報告した。 

(4) 以上の研究成果を整理し、論文化し、公
表に向けて作業した。 

 
４．研究成果 
 
 本研究により、ドイツ法において、第 1 に、
行政行為に対する継続的な権利救済のため
の手段として、「行政手続の再開」がかなり
の程度で機能していること、第 2 に、行政行
為の職権取消し・撤回を行政庁に義務付ける
（行政）訴訟が認められていることが明らか



になった。また、第 3 に、ドイツ法における
「行政手続の再開」に関する歴史的な検討を
行うなかで、行政手続の再開は、行政手続法
の制定以前から、行政法上の「不文の法規
（ungeschriebener Rechtssatz）」として認めら
れていたことが明らかとなった。 
 上記第 1 の点について、さらに敷衍すれば、
「行政手続の再開」を求める申し立てが奏功
しなかった場合、義務付け訴訟が活用されて
いる点が注目に値する。というのは、このこ
とは、上記第 2 の点とも相まって、日本にお
いて行政事件訴訟法改正により新設された
義務付け訴訟の活用可能性を示唆するもの
であるからである。また、とくに、上記第 3
の点は、日本法にとって重要な意義を有する
と考えられる。すなわち、行政手続の再開と
いう制度が存在しない日本がドイツの行政
手続の再開を参照する意義が見出されたの
である。 
 こうした研究成果を国内外の学会・研究会
で積極的に報告した（後述〔学会発表〕欄 1・
3・4）。その際に、台湾の行政法研究者から、
彼の地でも本研究と同様の問題意識から行
政手続法において「行政手続の再開」制度が
ドイツ法を参照して立法化されているとの
指摘がなされた。このことから、本研究の有
する国際的な射程が小さくないことが明ら
かになったと考えている。 
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